
１ 

 

 

 

令和５年 

 

第３回おいらせ町議会定例会 

 

 

議 案 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

青森県おいらせ町 

 



２ 

 

 
  



３ 

 

令和５年 第３回おいらせ町議会定例会議案書 目次  

議案番号 件 名 頁 

報告第 ４号 
専決処分の報告について（自動車破損に係る損害賠償の額

の決定について） 
5 

報 告第 ５号 
専決処分の報告について（自動車破損に係る損害賠償の額

の決定について） 
8 

報 告第 ６号 
令和４年度おいらせ町病院事業会計継続費精算報告につい

て 
11 

議案第３７号 
おいらせ町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正

する条例について 
13 

議案第３８号 

おいらせ町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並

びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例について 

15 

議案第３９号 
おいらせ町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例について 
21 

議案第４０号 
おいらせ町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例について 
23 

議案第４１号 令和５年度おいらせ町一般会計補正予算（第２号）について 25 

議案第４２号 
令和５年度おいらせ町国民健康保険特別会計補正予算（第

２号）について 
32 

議案第４３号 
令和５年度おいらせ町奨学資金貸付事業特別会計補正予算

（第１号）について 
35 

議案第４４号 
令和５年度おいらせ町公共下水道事業特別会計補正予算

（第１号）について 
38 

議案第４５号 
令和５年度おいらせ町農業集落排水事業特別会計補正予算

（第１号）について 
43 

議案第４６号 
令和５年度おいらせ町介護保険特別会計補正予算（第２号）

について 
46 

議案第４７号 
令和５年度おいらせ町後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１号）について 
49 

議案第４８号 
令和５年度おいらせ町病院事業会計補正予算（第２号）につ

いて 
52 

認 定第 １号 令和４年度おいらせ町一般会計歳入歳出決算認定について 53 



４ 

 

議案番号 件 名 頁 

認定第 ２号 
令和４年度おいらせ町国民健康保険特別会計歳入歳出決算

認定について 
54 

認 定第 ３号 
令和４年度おいらせ町奨学資金貸付事業特別会計歳入歳出

決算認定について 
55 

認 定第 ４号 
令和４年度おいらせ町公共下水道事業特別会計歳入歳出決

算認定について 
56 

認 定第 ５号 
令和４年度おいらせ町農業集落排水事業特別会計歳入歳出

決算認定について 
57 

認 定第 ６号 
令和４年度おいらせ町介護保険特別会計歳入歳出決算認定

について 
58 

認 定第 ７号 
令和４年度おいらせ町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決

算認定について 
59 

認 定第 ８号 令和４年度おいらせ町病院事業会計決算認定について 60 

報 告第 ７号 
令和４年度おいらせ町健全化判断比率及び資金不足比率に

ついて 
61 

 



５ 

 

報告第 ４ 号 

 

   専決処分の報告について 

 

 町の瑕疵による自動車破損に係る損害賠償の額を決定することについ

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に

より、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを

報告する。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



６ 

 

専決第１０号 

 

   自動車破損に係る損害賠償の額の決定について 

 

 町道において発生した自動車破損に係る損害賠償の額を決定すること

について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項及

びおいらせ町長の専決処分できる軽易な事項の指定について（平成１８

年９月１１日おいらせ町議会議決）第１号の規定により、次のとおり専

決処分する。 

 

 

  令和 ５ 年 ６ 月２１日 専決 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分理由 

 令和５年５月２０日に発生した、町道瑕疵による自動車破損に係る損

害賠償について、賠償額が確定したため、地方自治法第１８０条第１項

及びおいらせ町長の専決処分できる軽易な事項の指定について第１号の

規定により専決処分するものである。  



７ 

 

別  紙 

 

 

１ 相手方 

  （所有者）おいらせ町在住者（乙） 

 

２ 事故の概要 

  令和５年５月２０日、午後２時頃、おいらせ町若葉三丁目地内の町

道において、おいらせ町（甲）が管理する道路に生じた亀裂の上を走

行したところ、右前輪通過後にアスファルトの破片が飛び上がり突起

物となり、その後通過した右後輪内側に突起物が接触し、タイヤ及び

ホイールを破損したもの 

 

３ 損害賠償額 

    ７６，０１０円 

 

４ 示談の内容 

甲は乙に対し、本件事故に関する一切の損害賠償金として 

７６，０１０円を乙指定口座に支払う。なお、本件示談のほか、甲乙

間には一切の債権債務関係がないことを確認する。 

 

５ 町の過失割合 

  １００パーセント 

  



８ 

 

報告第 ５ 号 

 

   専決処分の報告について 

 

 町の瑕疵による自動車破損に係る損害賠償の額を決定することについ

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に

より、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを

報告する。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



９ 

 

専決第１１号 

 

   自動車破損に係る損害賠償の額の決定について 

 

 町道において発生した自動車破損に係る損害賠償の額を決定すること

について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項及

びおいらせ町長の専決処分できる軽易な事項の指定について（平成１８

年９月１１日おいらせ町議会議決）第１号の規定により、次のとおり専

決処分する。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月 ４ 日 専決 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分理由 

 令和５年６月１６日に発生した、町道瑕疵による自動車破損に係る損

害賠償について、賠償額が確定したため、地方自治法第１８０条第１項

及びおいらせ町長の専決処分できる軽易な事項の指定について第１号の

規定により専決処分するものである。  



１０ 

 

別  紙 

 

 

１ 相手方 

  （所有者）おいらせ町在住者（乙） 

（運転者）乙の子 

 

２ 事故の概要 

  令和５年６月１６日、午後１時３０分頃、おいらせ町彦七川原地内

の町道において、おいらせ町（甲）が管理する道路に生じた穴に乙所

有の車両が落ち、左後輪タイヤを破損したもの 

 

３ 損害賠償額 

    ６，６００円 

 

４ 示談の内容 

甲は乙に対し、本件事故に関する一切の損害賠償金として 

６，６００円を乙指定口座に支払う。なお、本件示談のほか、甲乙間

には一切の債権債務関係がないことを確認する。 

 

５ 町の過失割合 

  ５０パーセント 

 

  



１１ 

 

報告第 ６ 号 

 

   令和４年度おいらせ町病院事業会計継続費精算報告について 

 

 地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１８条の２第

２項の規定に基づき、令和４年度に終了したおいらせ町病院事業会計継

続費の精算について、別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

  



 

  

１２ 

 



 

１３ 

 

議案第３７号 

 

   おいらせ町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条

例について 

 

 おいらせ町職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年おいらせ町

条例第４６号）の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 職員の特殊勤務手当のうち防疫等作業手当について、国及び県の取り

扱いに準じ、特定新型インフルエンザ等の防疫作業に係る特例措置を講

ずるため提案するものである。  



 

１４ 

 

   おいらせ町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条 

   例 

 おいらせ町職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年おいらせ町

条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

 附則に次の２項を加える。 

 （防疫等作業手当の特例） 

３ 職員が、特定新型インフルエンザ等（新型インフルエンザ等対策特

別措置法（平成２４年法律第３１号）第２条第１号に規定する新型イ

ンフルエンザ等で、当該新型インフルエンザ等に係る同法第１５条第

１項に規定する政府対策本部が設置されたもの（町長が定めるものに

限る。）をいう。）から住民の生命及び健康を保護するために行われた

措置に係る作業であって、町長が定めるものに従事したときは、防疫

等作業手当を支給する。この場合において、第３条の規定は適用しな

い。 

４ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につき、４千円の範囲内

で町長が定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

  



 

１５ 

 

議案第３８号 

 

   おいらせ町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特

定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例について 

 

 おいらせ町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子

ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例（平成２６年

おいらせ町条例第１１号）の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育

て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一

部改正に伴い、所要の改正を行うため提案するものである。  



 

１６ 

 

   おいらせ町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特

定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

 おいらせ町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子

ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例（平成２６年

おいらせ町条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第３章 雑則（第６２条）」を「第３章 雑則（第６２条・第

６３条）」に改める。 

 第５条第２項から第６項までを削る。 

 第７条第２項中「含む。」の次に「第４０条第２項及び第４２条第４項

第１号において同じ。」を加える。 

 第１５条第１項第２号中「同条第１１項」を「同条第１０項」に改め、

同項第３号中「第２５条」を「第２５条第１項」に改め、同項第４号中

「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

 第３６条第３項中「同条第１号」を「同条第１号又は第２号」に、「「法

第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの総数」とあるのは「法第１９条第１号又は第２号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」と、」

を「「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員」とあるの

は「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員」と、」

に改める。 

 第３７条第１項中「小規模保育事業Ａ型をいう。」の次に「第４２条第

３項第１号において同じ。」を加え、「小規模保育事業Ｂ型（同条」を「小

規模保育事業Ｂ型（同令第２７条」に改め、「小規模保育事業Ｂ型をいう。」

の次に「同号において同じ。」を加え、「１９人以下とし」を「１９人以

下」に改める。 

 第３８条第１項中「第４２条」を「第４２条第１項」に改め、同条第

２項を削る。 



 

１７ 

 

 第３９条第２項中「法第２０条第４項の規定による認定」を「教育・

保育給付認定」に改める。 

 第４２条第１項第３号中「この号」の次に「及び第４項第１号」を加

え、同条第４項中「次の」の次に「各号の」を加え、同項第１号中「と

き」を「とき。」に改める。 

 第４４条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

 第５１条第３項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもの

数」を「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども」に、「法第１９

条第１号又は第３号」を「同号又は同条第３号」に、「「法第２０条第４

項の規定による認定」を「「同号に掲げる小学校就学前子ども」とあるの

は「同条第３号に掲げる小学校就学前子ども」と、「教育・保育給付認定」

に、「前４項」を「前各項」に改める。 

 第５２条第３項中「限る。）」と」の次に「、「法第２９条第３項第２号

に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の市町村が定める額」

と」を加える。 

 第６２条を第６３条とし、第３章中同条の前に次の１条を加える。 

 （電磁的記録等） 

第６２条 特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これらに

類するもののうち、この条例の規定において書面等（書面、書類、文

書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によ

って認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をい

う。以下この条において同じ。）により行うことが規定されているもの

については、当該書面等に代えて、当該書面等に係る電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。以下この条において同じ。）により行うことがで

きる。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は



 

１８ 

 

提出については、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合

には、当該書面等の交付又は提出に代えて、第４項に定めるところに

より、教育・保育給付認定保護者の承諾を得て、当該書面等に記載す

べき事項（以下この条において「記載事項」という。）を電子情報処理

組織（特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給

付認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう。以下この条において同じ。）を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以

下この条において「電磁的方法」という。）により提供することができ

る。この場合において、当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を

交付し又は提出したものとみなす。 

 (1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

  ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給

付認定保護者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回

線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルに記録する方法 

  イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて教育・保育

給付認定保護者の閲覧に供し、教育・保育給付認定保護者の使用

に係る電子計算機に備えられた当該教育・保育給付認定保護者の

ファイルに当該記載事項を記録する方法（電磁的方法による提供

を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、

特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルにその旨を記録する方法） 

 (2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製

するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定保護者がファイルへ



 

１９ 

 

の記録を出力することによる文書を作成することができるものでな

ければならない。 

４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定により記載事項を提供しよ

うとするときは、あらかじめ、当該記載事項を提供する教育・保育給

付認定保護者に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内

容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

 (1) 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設等が使用す

るもの 

 (2) ファイルへの記録の方式 

５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設等は、当該教育・

保育給付認定保護者から文書又は電磁的方法により、電磁的方法によ

る提供を受けない旨の申出があったときは、当該教育・保育給付認定

保護者に対し、第２項に規定する記載事項の提供を電磁的方法によっ

てしてはならない。ただし、当該教育・保育給付認定保護者が再び前

項の規定による承諾をした場合は、この限りではない。 

６ 第２項から前項までの規定は、この条例の規定による書面等による

同意の取得について準用する。この場合において、第２項中「書面等

の交付又は提出」とあり、及び「書面等に記載すべき事項（以下この

条において「記載事項」という。）」とあるのは「書面等による同意」

と、「第４項」とあるのは「第６項において準用する第４項」と、「提

供する」とあるのは「得る」と、「書面等を交付し又は提出した」とあ

るのは「書面等による同意を得た」と、「記載事項を」とあるのは「同

意に関する事項を」と、「提供を受ける」とあるのは「同意を行う」と、

「受けない」とあるのは「行わない」と、第４項中「記載事項を提供

しよう」とあるのは「同意を得よう」と、「記載事項を提供する」とあ

るのは「同意を得ようとする」と、同項第１号中「第２項各号」とあ

るのは「第６項において準用する第２項各号」と、前項中「提供を受

けない」とあるのは「同意を行わない」と、「第２項に規定する記載事



 

２０ 

 

項の提供」とあるのは「この条例の規定による書面等による同意の取

得」と読み替えるものとする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  



 

２１ 

 

議案第３９号 

 

   おいらせ町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例について 

 

 おいらせ町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２６年おいらせ町条例第１２号）の一部を改正する条例を別紙

のとおり定める。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働

省令第６１号）の一部改正に伴い、所要の改正を行うため提案するもの

である。  



 

２２ 

 

   おいらせ町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

 おいらせ町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２６年おいらせ町条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８条）」を 

「第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８条） 

 第６章 雑則（第４９条）           」に改める。 

 第６条第１項本文中「第３号において」を「以下この条において」に

改め、「保育所をいう。」の次に「以下同じ。」を、「幼稚園をいう。」の次

に「以下同じ。」を、「認定こども園をいう。」の次に「以下同じ。」を加

え、同項第３号中「この号」の次に「及び第４項第１号」を加え、同条

第５項中「行うもの」を「行う施設」に改める。 

 第２５条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

 本則に次の１章を加える。 

   第６章 雑則 

 （電磁的記録） 

第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これ

らに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、

文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚に

よって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物を

いう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想

定されるものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  



 

２３ 

 

議案第４０号 

 

   おいらせ町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例について 

 

 おいらせ町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例（平成２６年おいらせ町条例第１３号）の一部を改正する条例

を別紙のとおり定める。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚

生労働省令第６３号）の一部改正に伴い、所要の改正を行うため提案す

るものである。  



 

２４ 

 

   おいらせ町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例 

 おいらせ町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例（平成２６年おいらせ町条例第１３号）の一部を次のように改

正する。 

 附則第２項を次のように改める。 

 （職員に関する経過措置） 

２ この条例の施行の日から第１０条第３項の規定の適用については、

同項中「修了したもの」とあるのは、「修了したもの（職員の研修計画

を定めた上で、放課後児童支援員としての業務に従事することとなっ

てから２年以内に研修を修了することを予定している者を含む。）」と

する。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  



 

２５ 

 

議案第４１号 

 

令和５年度おいらせ町一般会計補正予算（第２号）について 

 

令和５年度おいらせ町の一般会計補正予算は、次に定めるところによ

る。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３００，５１６千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１１，０２２，８９１

千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の追加、変更及び廃止は、「第２表地方債補正」による。 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 



 

  

２６ 

 
 



 

  

２７ 

 
 



 

  

２８ 

 
 



 

  

２９ 

 
 



 

  

３０ 

 



 

  

３１ 

 

 
 



 

３２ 

 

議案第４２号 

 

   令和５年度おいらせ町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

について 

 

令和５年度おいらせ町の国民健康保険特別会計補正予算は、次に定め

るところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１４，５３２千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２，２５４，９５７千

円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 



 

  

３３ 

 

 
 



 

  

３４ 

 

 
 



 

３５ 

 

議案第４３号 

 

令和５年度おいらせ町奨学資金貸付事業特別会計補正予算（第１

号）について 

 

令和５年度おいらせ町の奨学資金貸付事業特別会計補正予算は、次に

定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３３千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２１，９０１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 



 

  

３６ 

 

 
 



 

  

３７ 

 

 
 



 

３８ 

 

議案第４４号 

 

令和５年度おいらせ町公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）

について 

 

令和５年度おいらせ町の公共下水道事業特別会計補正予算は、次に定

めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６，１４４千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１，０５２，０００千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表継続費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

  

３９ 

 
 



 

  

４０ 

 



 

  

４１ 

 
 



 

  

４２ 

 

 
 



 

４３ 

 

議案第４５号 

 

令和５年度おいらせ町農業集落排水事業特別会計補正予算（第１

号）について 

 

令和５年度おいらせ町の農業集落排水事業特別会計補正予算は、次に

定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，４５１千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１３９，９６６千円とす

る。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

  

４４ 

 

 
 



 

  

４５ 

 

 
 



 

４６ 

 

議案第４６号 

 

令和５年度おいらせ町介護保険特別会計補正予算（第２号）につ

いて 

 

令和５年度おいらせ町の介護保険特別会計補正予算は、次に定めると

ころによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１４３，４３１千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２，５１７，６７６

千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

  

４７ 

 



 

  

４８ 

 

  
 



 

４９ 

 

議案第４７号 

 

令和５年度おいらせ町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

について 

 

令和５年度おいらせ町の後期高齢者医療特別会計補正予算は、次に定

めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２１，４６４千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２７８，４０９千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

   



 

  

５０ 

 

 
 



 

  

５１ 

 

 

 



 

５２ 

 

議案第４８号 

 

令和５年度おいらせ町病院事業会計補正予算（第２号）について 

 

第１条 令和５年度おいらせ町病院事業会計の補正予算は、次に定める

ところによる。 

 

第２条  令和５年度おいらせ町病院事業会計予算（以下「予算」という。）

第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

（科  目）     （既決予定額）   （補正予定額）     （ 計 ） 

収   入 

 第１款 事業収益   1,118,262 千円    5,233 千円   1,123,495 千円 

  第１項 医業収益   989,775 千円     3,818 千円    993,593 千円 

  第２項 医業外収益  128,485 千円    1,415 千円   129,900 千円 

 

支   出 

第１款  事業費用      1,118,262 千円    5,233 千円  1,123,495 千円 

第１項 医業費用    1,109,925 千円      4,902 千円    1,114,827 千円 

第２項 医業外費用   6,335 千円     331 千円    6,666 千円 

 

 

第３条 予算第８条に定めた経費の金額を次のように改める。 

（科  目）   （既決予定額）    （補正予定額）       （ 計 ） 

（１）職員給与費        552,843 千円       3,902 千円     556,745 千円 

 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

  



 

５３ 

 

認定第 １ 号 

 

   令和４年度おいらせ町一般会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和４年度おいらせ町一般会計歳入歳出決算について、監査委員の

意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

５４ 

 

認定第 ２ 号 

 

   令和４年度おいらせ町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和４年度おいらせ町国民健康保険特別会計歳入歳出決算について、

監査委員の意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   



 

５５ 

 

認定第 ３ 号 

 

令和４年度おいらせ町奨学資金貸付事業特別会計歳入歳出決算認定

について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和４年度おいらせ町奨学資金貸付事業特別会計歳入歳出決算につ

いて、監査委員の意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

５６ 

 

認定第 ４ 号 

 

令和４年度おいらせ町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和４年度おいらせ町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算につい

て、監査委員の意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

５７ 

 

認定第 ５ 号 

 

令和４年度おいらせ町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定

について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和４年度おいらせ町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算につ

いて、監査委員の意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

５８ 

 

認定第 ６ 号 

 

令和４年度おいらせ町介護保険特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和４年度おいらせ町介護保険特別会計歳入歳出決算について、監

査委員の意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

  



 

５９ 

 

認定第 ７ 号 

 

令和４年度おいらせ町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認

定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和４年度おいらせ町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算につい

て、監査委員の意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 



 

６０ 

 

認定第 ８ 号 

 

令和４年度おいらせ町病院事業会計決算認定について 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定

により、令和４年度おいらせ町病院事業会計決算について、監査委員の

意見を付し別冊のとおり認定を求める。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   

 

 

  



 

６１ 

 

報告第 ７ 号 

 

   令和４年度おいらせ町健全化判断比率及び資金不足比率について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）

第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、令和４年度おいらせ町

健全化判断比率及び資金不足比率を、監査委員の意見を付し別紙のとお

り報告する。 

 

 

  令和 ５ 年 ８ 月３１日 提出 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   



 

６２ 

 

１ 健全化判断比率 

健 全 化 判 断 比 率 備   考 

実 質 赤 字 比 率 
－  

（14.10％） 

実質黒字比率 4.77％ 

連結実質赤字比率 
－  

（19.10％） 

連結実質黒字比率 22.64％ 

実 質 公 債 費 比 率 
10.4％  

（ 25.0％） 

 

将 来 負 担 比 率 
－  

（350.0％） 

将来負担比率△28.00％ 

 ＊ （ ）の数値は早期健全化基準の比率 

 

２ 資金不足比率 

特別会計の名称 資金不足比率 備   考 

病 院 事 業 会 計 
－  

（20.0％） 

・令第 17 条第 1 号の規定による

事業の規模 843,126 千円 

・資金剰余比率 119.9％ 

公共下水道事業 

特 別 会 計 

－  

（20.0％） 

・令第 17 条第 3 号の規定による

事業の規模 153,622 千円 

・資金剰余比率 4.4％ 

農業集落排水事業 

特 別 会 計 

－  

（20.0％） 

・令第 17 条第 3 号の規定による

事業の規模 28,746 千円 

・資金剰余比率 3.3％ 

＊ （ ）の数値は経営健全化基準の比率 

 ＊ 「令」は地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令 

 



６３ 

令和５年 第３回おいらせ町議会定例会議案書 添付参考資料 

№ 内  容 頁 

1 議案第37号関係 
おいらせ町職員の特殊勤務手当に関する条例 新旧対照

表（抜粋） 
64 

2 議案第38号関係 

おいらせ町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並

びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を

定める条例 新旧対照表（抜粋） 

65 

3 議案第39号関係 
おいらせ町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基

準を定める条例 新旧対照表（抜粋） 
78 

4 議案第40号関係 
おいらせ町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関

する基準を定める条例 新旧対照表（抜粋） 
81 

 



６４ 

１ 議案第３７号関係 

 おいらせ町職員の特殊勤務手当に関する条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 案 現   行 

附 則 附 則 

１・２ 略 １・２ 略 

 （防疫等作業手当の特例）  

３ 職員が、特定新型インフルエンザ等（新型

インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４

年法律第３１号）第２条第１号に規定する新

型インフルエンザ等で、当該新型インフルエ

ンザ等に係る同法第１５条第１項に規定する

政府対策本部が設置されたもの（町長が定め

るものに限る。）をいう。）から住民の生命

及び健康を保護するために行われた措置に係

る作業であって、町長が定めるものに従事し

たときは、防疫等作業手当を支給する。この

場合において、第３条の規定は適用しない。 

 

４ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日

につき、４千円の範囲内で町長が定める。 

 

  



６５ 

２ 議案第３８号関係 

 おいらせ町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援

施設等の運営に関する基準を定める条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 案 現   行 

目次 目次 

第１章・第２章 略 第１章・第２章 略 

第３章 雑則（第６２条・第６３条） 第３章 雑則（第６２条） 

  

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 特定教育・保育施設は、特定教育・

保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、

利用の申込みを行った教育・保育給付認定

保護者（以下「利用申込者」という。）に対

し、第２０条に規定する運営規程の概要、

職員の勤務体制、第１３条の規定により支

払を受ける費用に関する事項その他の利用

申込者の教育・保育の選択に資すると認め

られる重要事項を記した文書を交付して説

明を行い、当該提供の開始について利用申

込者の同意を得なければならない。 

第５条 特定教育・保育施設は、特定教育・

保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、

利用の申込みを行った教育・保育給付認定

保護者（以下「利用申込者」という。）に対

し、第２０条に規定する運営規程の概要、

職員の勤務体制、第１３条の規定により支

払を受ける費用に関する事項その他の利用

申込者の教育・保育の選択に資すると認め

られる重要事項を記した文書を交付して説

明を行い、当該提供の開始について利用申

込者の同意を得なければならない。 

 ２ 特定教育・保育施設は、利用申込者から

の申出があった場合には、前項の規定によ

る文書の交付に代えて、第５項で定めると

ころにより、当該利用申込者の承諾を得て、

当該文書に記すべき重要事項を電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって次に掲げるも

の（以下この条において「電磁的方法」と

いう。）により提供することができる。こ

の場合において、当該特定教育・保育施設

は、当該文書を交付したものとみなす。 

 (1) 電子情報処理組織を使用する方法のう

ちア又はイに掲げるもの 

 ア 特定教育・保育施設の使用に係る電

子計算機と利用申込者の使用に係る電

子計算機とを接続する電気通信回線を

通じて送信し、受信者の使用に係る電

子計算機に備えられたファイルに記録

する方法 
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改 正 案 現   行 

 イ 特定教育・保育施設の使用に係る電

子計算機に備えられたファイルに記録

された前項に規定する重要事項を電気

通信回線を通じて利用申込者の閲覧に

供し、当該利用申込者の使用に係る電

子計算機に備えられたファイルに当該

重要事項を記録する方法（電磁的方法

による提供を受ける旨の承諾又は受け

ない旨の申出をする場合にあっては、

特定教育・保育施設の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルにその旨

を記録する方法） 

 (2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムそ

の他これらに準ずる方法により一定の事

項を確実に記録しておくことができる物

をもって調製するファイルに前項に規定

する重要事項を記録したものを交付する

方法 

 ３ 前項に掲げる方法は、利用申込者がファ

イルへの記録を出力することによる文書を

作成することができるものでなければなら

ない。 

 ４ 第２項第１号の「電子情報処理組織」と

は、特定教育・保育施設の使用に係る電子

計算機と利用申込者の使用に係る電子計算

機とを電気通信回線で接続した電子情報処

理組織をいう。 

 ５ 特定教育・保育施設は、第２項の規定に

より第１項に規定する重要事項を提供しよ

うとするときは、あらかじめ、当該利用申

込者に対し、その用いる次に掲げる電磁的

方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁

的方法による承諾を得なければならない。 

 (1) 第２項各号に規定する方法のうち特定

教育・保育施設が使用するもの 

 (2) ファイルへの記録の方式 

 ６ 前項の規定による承諾を得た特定教育・

保育施設は、当該利用申込者から文書又は
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改 正 案 現   行 

電磁的方法により電磁的方法による提供を

受けない旨の申出があったときは、当該利

用申込者に対し、第１項に規定する重要事

項の提供を電磁的方法によってしてはなら

ない。ただし、当該利用申込者が再び前項

の規定による承諾をした場合は、この限り

でない。 

  

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 特定教育・保育施設は、当該特定教

育・保育施設の利用について法第４２条第

１項の規定により市町村が行うあっせん及

び要請に対し、できる限り協力しなければ

ならない。 

第７条 特定教育・保育施設は、当該特定教

育・保育施設の利用について法第４２条第

１項の規定により市町村が行うあっせん及

び要請に対し、できる限り協力しなければ

ならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は

保育所に限る。以下この項において同じ。）

は、法第１９条第２号又は第３号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもに係る当該特定教育・保育

施設の利用について児童福祉法第２４条第

３項（同法第７３条第１項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。第４０条第

２項及び第４２条第４項第１号において同

じ。）の規定により市町村が行う調整及び

要請に対し、できる限り協力しなければな

らない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は

保育所に限る。以下この項において同じ。）

は、法第１９条第２号又は第３号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもに係る当該特定教育・保育

施設の利用について児童福祉法第２４条第

３項（同法第７３条第１項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）の規定に

より市町村が行う調整及び要請に対し、で

きる限り協力しなければならない。 

  

（特定教育・保育の取扱方針） （特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号

に掲げる施設の区分に応じて、それぞれ当

該各号に定めるものに基づき、小学校就学

前子どもの心身の状況等に応じて、特定教

育・保育の提供を適切に行わなければなら

ない。 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号

に掲げる施設の区分に応じて、それぞれ当

該各号に定めるものに基づき、小学校就学

前子どもの心身の状況等に応じて、特定教

育・保育の提供を適切に行わなければなら

ない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 認定こども園（認定こども園法第３条

第１項又は第３項の認定を受けた施設及

び同条第１０項の規定による公示がされ

(2) 認定こども園（認定こども園法第３条

第１項又は第３項の認定を受けた施設及

び同条第１１項の規定による公示がされ
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たものに限る。） 次号及び第４号に掲げ

る事項 

たものに限る。） 次号及び第４号に掲げ

る事項 

(3) 幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法

（昭和２２年法律第２６号）第２５条第

１項の規定に基づき文部科学大臣が定め

る幼稚園の教育課程その他の教育内容に

関する事項をいう。） 

(3) 幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法

（昭和２２年法律第２６号）第２５条の

規定に基づき文部科学大臣が定める幼稚

園の教育課程その他の教育内容に関する

事項をいう。） 

(4) 保育所 児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準（昭和２３年厚生省令第６

３号）第３５条の規定に基づき保育所に

おける保育の内容について内閣総理大臣

が定める指針 

(4) 保育所 児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準（昭和２３年厚生省令第６

３号）第３５条の規定に基づき保育所に

おける保育の内容について厚生労働大臣

が定める指針 

２ 略 ２ 略 

  

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限

る。以下この条において同じ。）が法第１９

条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもに対し、

特別利用教育を提供する場合には、法第３

４条第１項第２号に規定する基準を遵守し

なければならない。 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限

る。以下この条において同じ。）が法第１９

条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもに対し、

特別利用教育を提供する場合には、法第３

４条第１項第２号に規定する基準を遵守し

なければならない。 

２ 略 ２ 略 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定に

より特別利用教育を提供する場合には、特

定教育・保育には特別利用教育を、施設型

給付費には特例施設型給付費を、それぞれ

含むものとして、前款（第６条第３項及び

第７条第２項を除く。）の規定を適用する。

この場合において、第６条第２項中「利用

の申込みに係る法第１９条第１号に掲げる

小学校就学前子ども」とあるのは「利用の

申込みに係る法第１９条第２号に掲げる小

学校就学前子ども」と、「同号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する支給認定子ど

も」とあるのは「同条第１号又は第２号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する支給

認定子ども」と、「同号に掲げる小学校就学

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定に

より特別利用教育を提供する場合には、特

定教育・保育には特別利用教育を、施設型

給付費には特例施設型給付費を、それぞれ

含むものとして、前款（第６条第３項及び

第７条第２項を除く。）の規定を適用する。

この場合において、第６条第２項中「利用

の申込みに係る法第１９条第１号に掲げる

小学校就学前子ども」とあるのは「利用の

申込みに係る法第１９条第２号に掲げる小

学校就学前子ども」と、「同号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する支給認定子ど

も」とあるのは「同条第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する支給認定子ど

も」と、「法第１９条第１号に掲げる小学
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前子どもの区分に係る利用定員」とあるの

は「同条第１号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員」と、第１３条第

２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる

額」とあるのは「法第２８条第２項第３号

の内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）

中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは

「教育・保育給付認定子ども（特別利用教

育を受ける者を含む。）」と、同号イ（イ）

中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは

「教育・保育給付認定子ども（特別利用教

育を受ける者を除く。）」とする。 

校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの総数」とあるのは「法第１９

条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もの総数」と、第１３条第２項中「法第２７

条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法

第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額」と、同

条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付

認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認

定子ども（特別利用教育を受ける者を含

む。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付

認定子ども（特別利用教育を受ける者を除

く。）」とする。 

第３７条 特定地域型保育事業(事業所内保

育事業を除く。)の利用定員(法第２９条第

１項の確認において定めるものに限る。以

下この節において同じ。)の数は、家庭的保

育事業にあっては１人以上５人以下とし、

小規模保育事業Ａ型(家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準（平成２６年厚

生労働省令第６１号）第２７条に規定する

小規模保育事業Ａ型をいう。第４２条第３

項第１号において同じ。)及び小規模保育事

業Ｂ型(同令第２７条に規定する小規模保

育事業Ｂ型をいう。同号において同じ。)に

あっては６人以上１９人以下、小規模保育

事業Ｃ型(同条に規定する小規模保育事業

Ｃ型をいう。附則第４条において同じ。)に

あっては６人以上１０人以下とし、居宅訪

問型保育事業にあっては１人とする。 

第３７条 特定地域型保育事業(事業所内保

育事業を除く。)の利用定員(法第２９条第

１項の確認において定めるものに限る。以

下この節において同じ。)の数は、家庭的保

育事業にあっては１人以上５人以下とし、

小規模保育事業Ａ型(家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準（平成２６年厚

生労働省令第６１号）第２７条に規定する

小規模保育事業Ａ型をいう。)及び小規模保

育事業Ｂ型(同条に規定する小規模保育事

業Ｂ型をいう。)にあっては６人以上１９人

以下とし、小規模保育事業Ｃ型(同条に規定

する小規模保育事業Ｃ型をいう。附則第４

条において同じ。)にあっては６人以上１０

人以下とし、居宅訪問型保育事業にあって

は１人とする。 

２ 略 ２ 略 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第３８条 特定地域型保育事業者は、特定地

域型保育の提供の開始に際しては、あらか

じめ、利用申込者に対し、第４６条に規定

する事業の運営についての重要事項に関す

第３８条 特定地域型保育事業者は、特定地

域型保育の提供の開始に際しては、あらか

じめ、利用申込者に対し、第４６条に規定

する事業の運営についての重要事項に関す
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る規程の概要、第４２条第１項に規定する

連携施設の種類及び名称、当該連携施設が

行う連携協力の概要、職員の勤務体制、第

４３条の規定により支払を受ける費用に関

する事項その他の利用申込者の保育の選択

に資すると認められる重要事項を記した文

書を交付して説明を行い、当該提供の開始

について利用申込者の同意を得なければな

らない。 

る規程の概要、第４２条に規定する連携施

設の種類及び名称、当該連携施設が行う連

携協力の概要、職員の勤務体制、第４３条

の規定により支払を受ける費用に関する事

項その他の利用申込者の保育の選択に資す

ると認められる重要事項を記した文書を交

付して説明を行い、当該提供の開始につい

て利用申込者の同意を得なければならな

い。 

 ２ 第５条第２項から第６項までの規定は、

前項の規定による文書の交付について準用

する。 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第３９条 特定地域型保育事業者は、教育・

保育給付認定保護者から利用の申込みを受

けたときは、正当な理由がなければ、これ

を拒んではならない。 

第３９条 特定地域型保育事業者は、教育・

保育給付認定保護者から利用の申込みを受

けたときは、正当な理由がなければ、これ

を拒んではならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込み

に係る法第１９条第３号に掲げる小学校就

学前子ども及び特定地域型保育事業所を現

に利用している満３歳未満保育認定子ども

（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。

以下この節において同じ。）の総数が、当該

特定地域型保育事業所の同号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員の総

数を超える場合においては、教育・保育給

付認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性

が高いと認められる満３歳未満保育認定子

どもが優先的に利用できるよう、選考する

ものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込み

に係る法第１９条第３号に掲げる小学校就

学前子ども及び特定地域型保育事業所を現

に利用している満３歳未満保育認定子ども

（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。

以下この節において同じ。）の総数が、当該

特定地域型保育事業所の同号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員の総

数を超える場合においては、法第２０条第

４項の規定による認定に基づき、保育の必

要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育

を受ける必要性が高いと認められる満３歳

未満保育認定子どもが優先的に利用できる

よう、選考するものとする。 

３・４ 略 ３・４ 略 

  

（特定教育・保育施設等との連携） （特定教育・保育施設等との連携） 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問

型保育事業を行う者を除く。以下この項に

おいて同じ。）は、特定地域型保育が適正か

つ確実に実施され、及び必要な教育・保育

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問

型保育事業を行う者を除く。以下この項に

おいて同じ。）は、特定地域型保育が適正か

つ確実に実施され、及び必要な教育・保育
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が継続的に提供されるよう、次に掲げる事

項に係る連携協力を行う認定こども園、幼

稚園又は保育所（以下「連携施設」という。）

を適切に確保しなければならない。ただし、

離島その他の地域であって、連携施設の確

保が著しく困難であると町が認めるものに

おいて特定地域型保育事業を行う特定地域

型保育事業者については、この限りでない。 

が継続的に提供されるよう、次に掲げる事

項に係る連携協力を行う認定こども園、幼

稚園又は保育所（以下「連携施設」という。）

を適切に確保しなければならない。ただし、

離島その他の地域であって、連携施設の確

保が著しく困難であると町が認めるものに

おいて特定地域型保育事業を行う特定地域

型保育事業者については、この限りでない。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 当該特定地域型保育事業者により特定

地域型保育の提供を受けていた満３歳未

満保育認定子ども（事業所内保育事業を

利用する満３歳未満保育認定子どもにあ

っては、第３７条第２項に規定するその

他の小学校就学前子どもに限る。以下こ

の号及び第４項第１号において同じ。）

を、当該特定地域型保育の提供の終了に

際して、当該満３歳未満保育認定子ども

に係る教育・保育給付認定保護者の希望

に基づき、引き続き当該連携施設におい

て受け入れて教育・保育を提供すること。 

(3) 当該特定地域型保育事業者により特定

地域型保育の提供を受けていた満３歳未

満保育認定子ども（事業所内保育事業を

利用する満３歳未満保育認定子どもにあ

っては、第３７条第２項に規定するその

他の小学校就学前子どもに限る。以下こ

の号において同じ。）を、当該特定地域型

保育の提供の終了に際して、当該満３歳

未満保育認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者の希望に基づき、引き続き

当該連携施設において受け入れて教育・

保育を提供すること。 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 町長は、次の各号のいずれかに該当する

ときは、第１項第３号の規定を適用しない

こととすることができる。 

４ 町長は、次のいずれかに該当するときは、

第１項第３号の規定を適用しないこととす

ることができる。 

 (1) 町長が、児童福祉法第２４条第３項の

規定による調整を行うに当たって、特定

地域型保育事業者による特定地域型保育

の提供を受けていた満３歳未満保育認定

子どもを優先的に取り扱う措置その他の

特定地域型保育事業者による特定地域型

保育の提供の終了に際して、当該満３歳

未満保育認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者の希望に基づき、引き続き

必要な教育・保育が提供されるよう必要

な措置を講じているとき。 

 (1) 町長が、児童福祉法第２４条第３項の

規定による調整を行うに当たって、特定

地域型保育事業者による特定地域型保育

の提供を受けていた満３歳未満保育認定

子どもを優先的に取り扱う措置その他の

特定地域型保育事業者による特定地域型

保育の提供の終了に際して、当該満３歳

未満保育認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者の希望に基づき、引き続き

必要な教育・保育が提供されるよう必要

な措置を講じているとき 

 (2) 略  (2) 略 

５～９ 略 ５～９ 略 
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（特定地域型保育の取扱方針） （特定地域型保育の取扱方針） 

第４４条 特定地域型保育事業者は、児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準第３５

条の規定に基づき保育所における保育の内

容について内閣総理大臣が定める指針に準

じ、それぞれの事業の特性に留意して、小

学校就学前子どもの心身の状況等に応じ

て、特定地域型保育の提供を適切に行わな

ければならない。 

第４４条 特定地域型保育事業者は、児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準第３５

条の規定に基づき保育所における保育の内

容について厚生労働大臣が定める指針に準

じ、それぞれの事業の特性に留意して、小

学校就学前子どもの心身の状況等に応じ

て、特定地域型保育の提供を適切に行わな

ければならない。 

  

（特別利用地域型保育の基準） （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９

条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもに対し特

別利用地域型保育を提供する場合には、法

第４６条第１項に規定する地域型保育事業

の認可基準を遵守しなければならない。 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９

条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもに対し特

別利用地域型保育を提供する場合には、法

第４６条第１項に規定する地域型保育事業

の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 略 ２ 略 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定

により特別利用地域型保育を提供する場合

には、特定地域型保育には特別利用地域型

保育を、地域型保育給付費には特例地域型

保育給付費（法第３０条第１項の特例地域

型保育給付費をいう。次条第３項において

同じ。）を、それぞれ含むものとして、この

節（第４０条第２項を除き、前条において

準用する第８条から第１４条まで（第１０

条及び第１３条を除く。）、第１７条から第

１９条まで及び第２３条から第３３条まで

を含む。次条第３項において同じ。）の規定

を適用する。この場合において、第３９条

第２項中「利用の申込みに係る法第１９条

第３号に掲げる小学校就学前子どもの数」

とあるのは「利用の申込みに係る法第１９

条第１号に掲げる小学校就学前子ども」と、

「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳

以上保育認定子どもを除く。以下この節に

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定

により特別利用地域型保育を提供する場合

には、特定地域型保育には特別利用地域型

保育を、地域型保育給付費には特例地域型

保育給付費（法第３０条第１項の特例地域

型保育給付費をいう。次条第３項において

同じ。）を、それぞれ含むものとして、この

節（第４０条第２項を除き、前条において

準用する第８条から第１４条まで（第１０

条及び第１３条を除く。）、第１７条から第

１９条まで及び第２３条から第３３条まで

を含む。次条第３項において同じ。）の規定

を適用する。この場合において、第３９条

第２項中「利用の申込みに係る法第１９条

第３号に掲げる小学校就学前子どもの数」

とあるのは「利用の申込みに係る法第１９

条第１号に掲げる小学校就学前子どもの

数」と、「満３歳未満保育認定子ども（特定

満３歳以上保育認定子どもを除く。以下こ
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おいて同じ。）」とあるのは「同号又は同条

第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども（第５２条

第１項の規定により特定利用地域型保育を

提供する場合にあっては、当該特定利用地

域型保育の対象となる法第１９条第２号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「同

号に掲げる小学校就学前子ども」とあるの

は「同条第３号に掲げる小学校就学前子ど

も」と、「教育・保育給付認定に基づき、保

育の必要の程度及び家族等の状況を勘案

し、保育を受ける必要性が高いと認められ

る満３歳未満保育認定子どもが優先的に利

用できるよう、」とあるのは「抽選、申込み

を受けた順序により決定する方法、当該特

定地域型保育事業者の保育に関する理念、

基本方針等に基づく選考その他公正な方法

により」と、第４３条第１項中「教育・保育

給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給

付認定保護者（特別利用地域型保育の対象

となる法第１９条第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもに係る教育・保育給付認定保護者を

除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第

３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第

３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定め

る基準により算定した費用の額」と、同条

第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、

同条第４項中「前３項」とあるのは「前２

項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる

費用及び食事の提供（第１３条第４項第３

号ア又はイに掲げるものを除く。）に要す

る費用」と、同条第５項中「前各項」とある

のは「前３項」とする。 

の節において同じ。）」とあるのは「法第１

９条第１号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども（第５２条第１項の規定により特定利

用地域型保育を提供する場合にあっては、

当該特定利用地域型保育の対象となる法第

１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもを含

む。）」と、「法第２０条第４項の規定によ

る認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性

が高いと認められる満３歳未満保育認定子

どもが優先的に利用できるよう、」とある

のは「抽選、申込みを受けた順序により決

定する方法、当該特定地域型保育事業者の

保育に関する理念、基本方針等に基づく選

考その他公正な方法により」と、第４３条

第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあ

るのは「教育・保育給付認定保護者（特別利

用地域型保育の対象となる法第１９条第１

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに係る教育・保

育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２

項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」

とあるのは「法第３０条第２項第２号の内

閣総理大臣が定める基準により算定した費

用の額」と、同条第３項中「前２項」とある

のは「前項」と、同条第４項中「前３項」と

あるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあ

るのは「掲げる費用及び食事の提供（第１

３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを

除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前

４項」とあるのは「前３項」とする。 

（特定利用地域型保育の基準） （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９

条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもに対し特

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９

条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもに対し特
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定利用地域型保育を提供する場合には、法

第４６条第１項に規定する地域型保育事業

の認可基準を遵守しなければならない。 

定利用地域型保育を提供する場合には、法

第４６条第１項に規定する地域型保育事業

の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 略 ２ 略 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定

により特定利用地域型保育を提供する場合

には、特定地域型保育には特定利用地域型

保育を、地域型保育給付費には特例地域型

保育給付費を、それぞれ含むものとして、

この節の規定を適用する。この場合におい

て、第４３条第１項中「教育・保育給付認定

保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保

護者（特定利用地域型保育の対象となる法

第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども（特

定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に

係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」

と、「法第２９条第３項第２号に掲げる額」

とあるのは「法第３０条第２項第３号の市

町村が定める額」と、同条第２項中「法第２

９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは

「法第３０条第２項第３号の内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額」と、

同条第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲

げる費用及び食事の提供（特定利用地域型

保育の対象となる特定満３歳以上保育認定

子どもに対するもの及び満３歳以上保育認

定子ども（令第４条第１項第２号に規定す

る満３歳以上保育認定子どもをいう。）に

係る第１３条第４項第３号ア又はイに掲げ

るものを除く。）に要する費用」とする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定

により特定利用地域型保育を提供する場合

には、特定地域型保育には特定利用地域型

保育を、地域型保育給付費には特例地域型

保育給付費を、それぞれ含むものとして、

この節の規定を適用する。この場合におい

て、第４３条第１項中「教育・保育給付認定

保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保

護者（特定利用地域型保育の対象となる法

第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども（特

定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に

係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」

と、同条第２項中「法第２９条第３項第１

号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第

２項第３号の内閣総理大臣が定める基準に

より算定した費用の額」と、同条第４項中

「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及

び食事の提供（特定利用地域型保育の対象

となる特定満３歳以上保育認定子どもに対

するもの及び満３歳以上保育認定子ども

（令第４条第１項第２号に規定する満３歳

以上保育認定子どもをいう。）に係る第１

３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを

除く。）に要する費用」とする。 

  

   第３章 雑則    第３章 雑則 

（電磁的記録等）  

第６２条 特定教育・保育施設等は、記録、

作成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面等（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本

その他文字、図形等人の知覚によって認識
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することができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）により行うことが規定されているもの

については、当該書面等に代えて、当該書

面等に係る電磁的記録（電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。以下この条において同

じ。）により行うことができる。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規

定による書面等の交付又は提出について

は、当該書面等が電磁的記録により作成さ

れている場合には、当該書面等の交付又は

提出に代えて、第４項に定めるところによ

り、教育・保育給付認定保護者の承諾を得

て、当該書面等に記載すべき事項（以下こ

の条において「記載事項」という。）を電子

情報処理組織（特定教育・保育施設等の使

用に係る電子計算機と教育・保育給付認定

保護者の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織をい

う。以下この条において同じ。）を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方

法であって次に掲げるもの（以下この条に

おいて「電磁的方法」という。）により提供

することができる。この場合において、当

該特定教育・保育施設等は、当該書面等を

交付し又は提出したものとみなす。 

 

(1) 電子情報処理組織を使用する方法のう

ちア又はイに掲げるもの 

 

ア 特定教育・保育施設等の使用に係る

電子計算機と教育・保育給付認定保護

者の使用に係る電子計算機とを接続

する電気通信回線を通じて送信し、受

信者の使用に係る電子計算機に備え

られたファイルに記録する方法 

 

イ 特定教育・保育施設等の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルに

記録された記載事項を電気通信回線

を通じて教育・保育給付認定保護者の

閲覧に供し、教育・保育給付認定保護

者の使用に係る電子計算機に備えら

れた当該教育・保育給付認定保護者の

ファイルに当該記載事項を記録する

方法（電磁的方法による提供を受ける

旨の承諾又は受けない旨の申出をす

る場合にあっては、特定教育・保育施
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設等の使用に係る電子計算機に備え

られたファイルにその旨を記録する

方法） 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムそ

の他これらに準ずる方法により一定の事

項を確実に記録しておくことができる物

をもって調製するファイルに記載事項を

記録したものを交付する方法 

 

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給

付認定保護者がファイルへの記録を出力す

ることによる文書を作成することができる

ものでなければならない。 

 

４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定

により記載事項を提供しようとするとき

は、あらかじめ、当該記載事項を提供する

教育・保育給付認定保護者に対し、その用

いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容

を示し、文書又は電磁的方法による承諾を

得なければならない。 

 

(1) 第２項各号に規定する方法のうち特定

教育・保育施設等が使用するもの 

 

(2) ファイルへの記録の方式  

５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・

保育施設等は、当該教育・保育給付認定保

護者から文書又は電磁的方法により、電磁

的方法による提供を受けない旨の申出があ

ったときは、当該教育・保育給付認定保護

者に対し、第２項に規定する記載事項の提

供を電磁的方法によってしてはならない。

ただし、当該教育・保育給付認定保護者が

再び前項の規定による承諾をした場合は、

この限りではない。 

 

６ 第２項から前項までの規定は、この条例

の規定による書面等による同意の取得につ

いて準用する。この場合において、第２項

中「書面等の交付又は提出」とあり、及び

「書面等に記載すべき事項（以下この条に

おいて「記載事項」という。）」とあるのは

「書面等による同意」と、「第４項」とある

のは「第６項において準用する第４項」と、

「提供する」とあるのは「得る」と、「書面

等を交付し又は提出した」とあるのは「書

面等による同意を得た」と、「記載事項を」

とあるのは「同意に関する事項を」と、「提

供を受ける」とあるのは「同意を行う」と、

「受けない」とあるのは「行わない」と、第

４項中「記載事項を提供しよう」とあるの

は「同意を得よう」と、「記載事項を提供す
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る」とあるのは「同意を得ようとする」と、

同項第１号中「第２項各号」とあるのは「第

６項において準用する第２項各号」と、前

項中「提供を受けない」とあるのは「同意

を行わない」と、「第２項に規定する記載事

項の提供」とあるのは「この条例の規定に

よる書面等による同意の取得」と読み替え

るものとする。 

 （委任）  （委任） 

第６３条 略 第６２条 略 
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３ 議案第３９号関係 

 おいらせ町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 新旧対照表

（抜粋） 

改 正 案 現   行 

目次 目次 

第１章～第４章 略 第１章～第４章 略 

第５章 事業所内保育事業（第４２条―第

４８条） 

第６章 雑則（第４９条） 

第５章 事業所内保育事業（第４２条―第

４８条） 

  

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保

育事業を行う者（以下「居宅訪問型保育事

業者」という。）を除く。以下この条、次条

第１項、第１４条第１項及び第２項、第１

５条第１項、第２項及び第５項、第１６条

並びに第１７条第１項から第３項まで並び

に附則第３条において同じ。）は、利用乳

幼児に対する保育が適正かつ確実に行わ

れ、及び家庭的保育事業者等による保育の

提供の終了後も満３歳以上の児童に対して

必要な教育（教育基本法（平成１８年法律

第１２０号）第６条第１項に規定する法律

に定める学校において行われる教育をい

う。以下この条において同じ。）又は保育

が継続的に提供されるよう、次に掲げる事

項に係る連携協力を行う保育所（子ども・

子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

第７条第４項に規定する保育所をいう。以

下同じ。）、幼稚園（同項に規定する幼稚

園をいう。以下同じ。）又は認定こども園

（同項に規定する認定こども園をいう。以

下同じ。）（以下「連携施設」という。）を

適切に確保しなければならない。ただし、

離島その他の地域であって、連携施設の確

保が著しく困難であると町が認めるものに

おいて家庭的保育事業等（居宅訪問型保育

事業を除く。第１６条第２項第３号におい

て同じ。）を行う家庭的保育事業者等につ

いては、この限りでない。 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保

育事業を行う者（以下「居宅訪問型保育事

業者」という。）を除く。以下この条、次条

第１項、第１４条第１項及び第２項、第１

５条第１項、第２項及び第５項、第１６条

並びに第１７条第１項から第３項まで並び

に附則第３条において同じ。）は、利用乳

幼児に対する保育が適正かつ確実に行わ

れ、及び家庭的保育事業者等による保育の

提供の終了後も満３歳以上の児童に対して

必要な教育（教育基本法（平成１８年法律

第１２０号）第６条第１項に規定する法律

に定める学校において行われる教育をい

う。第３号において同じ。）又は保育が継

続的に提供されるよう、次に掲げる事項に

係る連携協力を行う保育所（子ども・子育

て支援法（平成２４年法律第６５号）第７

条第４項に規定する保育所をいう。）、幼

稚園（同項に規定する幼稚園をいう。）又

は認定こども園（同項に規定する認定こど

も園をいう。）（以下「連携施設」という。）

を適切に確保しなければならない。ただし、

離島その他の地域であって、連携施設の確

保が著しく困難であると町が認めるものに

おいて家庭的保育事業等（居宅訪問型保育

事業を除く。第１６条第２項第３号におい

て同じ。）を行う家庭的保育事業者等につ

いては、この限りでない。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 
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(3) 当該家庭的保育事業者等により保育の

提供を受けていた利用乳幼児（事業所内

保育事業の利用乳幼児にあっては、第４

２条に規定するその他の乳児又は幼児に

限る。以下この号及び第４項第１号にお

いて同じ。）を、当該保育の提供の終了

に際して、当該利用乳幼児に係る保護者

の希望に基づき、引き続き当該連携施設

において受け入れて教育又は保育を提供

すること。 

(3) 当該家庭的保育事業者等により保育の

提供を受けていた利用乳幼児（事業所内

保育事業の利用乳幼児にあっては、第４

２条に規定するその他の乳児又は幼児に

限る。以下この号において同じ。）を、

当該保育の提供の終了に際して、当該利

用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、

引き続き当該連携施設において受け入れ

て教育又は保育を提供すること。 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 前項の場合において、家庭的保育事業者

等は、法第５９条第１項に規定する施設の

うち、次に掲げるもの（入所定員が２０人

以上の者に限る。）であって、町長が適当と

認めるものを第１項第３号に掲げる事項に

係る連携協力を行う施設として適切に確保

しなければならない。 

５ 前項の場合において、家庭的保育事業者

等は、法第５９条第１項に規定する施設の

うち、次に掲げるもの（入所定員が２０人

以上の者に限る。）であって、町長が適当と

認めるものを第１項第３号に掲げる事項に

係る連携協力を行うものとして適切に確保

しなければならない。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

  

（保育の内容） （保育の内容） 

第２５条 家庭的保育事業者は、児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準（昭和２３

年厚生省令第６３号）第３５条に規定する

内閣総理大臣が定める指針に準じ、家庭的

保育事業の特性に留意して、保育する乳幼

児の心身の状況等に応じた保育を提供しな

ければならない。 

第２５条 家庭的保育事業者は、児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準（昭和２３

年厚生省令第６３号）第３５条に規定する

厚生労働大臣が定める指針に準じ、家庭的

保育事業の特性に留意して、保育する乳幼

児の心身の状況等に応じた保育を提供しな

ければならない。 

  

第６章 雑則  

（電磁的記録）  

第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員

は、記録、作成その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面（書

面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって

認識することができる情報が記載された紙

その他の有体物をいう。以下この条におい
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て同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるものについては、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行うこ

とができる。 

  



８１ 

４ 議案第４０号関係 

 おいらせ町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 新旧

対照表（抜粋） 

改 正 案 現   行 

附 則 附 則 

１ 略 １ 略 

（職員に関する経過措置） （職員に関する経過措置） 

２ この条例の施行の日から第１０条第３項

の規定の適用については、同項中「修了し

たもの」とあるのは、「修了したもの（職

員の研修計画を定めた上で、放課後児童支

援員としての業務に従事することとなって

から２年以内に研修を修了することを予定

している者を含む。）」とする。 

２ この条例の施行の日から令和３年３月３

１日までの間、第１０条第３項の規定の適

用については、同項中「修了したもの」と

あるのは、「修了したもの（令和３年３月

３１日までに修了することを予定している

者を含む。）」とする。 

３ 略 ３ 略 

 


